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令和８年度 保育園等による木育活動の支援事業の募集に関するＱ＆Ａ 
 

【木育活動計画について】 
 

Ｑ． 木育活動計画とは何ですか。 

 

Ａ． 施設の運営者等が、運営する各施設において、どのように木育を実施していくかを明記するもの

です。自由に策定し、保育園等による木育活動の支援事業実施要領の第４号様式に記入してくだ

さい。 

   なお、実施する取組の内容だけでなく、その取組を実施することの目的や意図、園独自の方針等

を明確に記載してください。 

   また、交付決定を受けた場合は、翌年度以降３年間は、木育活動の実施状況を報告していただき

ますので、木育活動計画書には、今後３年以上の継続的な取組についても記載してください。 

 

 

Ｑ． 活動計画と補助事業の関係はどうなっていますか。 

 

Ａ． 申請の際に策定した木育活動計画をもとに、審査会にて審査を行います。木製玩具や木工作、内

装を木質化した部屋や木製什器等を、木育のツールとしてどのように活用していくか等を活動計

画に記載してください。 

   活動計画に位置づけられていない活動や施設整備は補助対象外となります。また、補助金を受

領した次年度以降の活動が記載されていない場合も、補助対象外となる場合がありますので、活

動計画書に記載の上、継続的な活動をお願いいたします。 

 

 

Ｑ． 今年度中に活動計画を変更してもよいですか。 

 

Ａ． 事業者の選定に当たっては活動計画の内容で審査しますので、今年度中の計画変更は原則でき

ません。応募申請に際しては、活動計画の内容を充分にご検討下さい。やむを得ない理由により変

更せざるを得ない場合は、個別にご相談ください。 

 

 

Ｑ． 計画策定に当たり、参考となるものはありますか。 

 

Ａ． パンフレット「木育ってなあに？」（発行：東京都産業労働局農林水産部森林課）や、東京おも

ちゃ美術館を運営するＮＰＯ法人芸術と遊び創造協会で紹介している「幼保育園版ウッドスター

ト」の 10 の取組目標を参考にしてください。 

     ≪木育ガイドブック≫ 

 https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/sangyo-rodo/mokuikuguidebook 

≪幼保育園版ウッドスタート≫ https://www.mokuikulabo.com/nursery 

※あくまでも参考ですので、それぞれの園にて、独自性のある計画を策定してください。 

 

 

【補助対象について】 

 
Ｑ． ソフト事業の対象となるものは何ですか。 

 

Ａ． 活動計画に位置づけられた各種木育活動や人材育成に要する経費が対象となります。例を以下

に挙げますが、これにとらわれることなく、独自の活動を掲げてください。 

  〔例〕 ・園児や保護者※の森林体験（森林への遠足時のバス借り上げ） 

       ・積み木等の木製おもちゃの購入 

        ・園児や保護者※が行う木工作（材料費、木工道具の購入） 

https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/documents/d/sangyo-rodo/mokuikuguidebook
https://www.mokuikulabo.com/nursery
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        ・木育関連の絵本の購入 

        ・木育に精通した保育士や教員の育成（木育関連講座の受講） 等 

     ※補助対象となった園児の木育活動計画につき、当該園児の保護者１名分の経費を補助対

象とします。 

 

 

Ｑ． 木製玩具の導入にあたって、注意することはありますか。 

 

Ａ． 木育の観点から、導入する玩具を選定してください。 

また、令和７年 12 月より、乳幼児用玩具（３歳未満向け玩具）に対する新たな規制が導入され

ておりますので、木製玩具の選定にあたってもご留意ください。 

≪経済産業省 HP≫https://www.meti.go.jp/product_safety/kodomo/gangu_kisei.html 

 

 

Ｑ． ハード事業のみの実施は可能ですか。 

 

Ａ． ハード事業のみの実施はできません。必ず、ソフト事業を実施してください。 

なお、ソフト事業のみの実施は可能です。 

 

 

Ｑ． 職員への木育の一環として、木製什器を職員が組み立てる場合、木製什器の設置にかかる費用

は、ソフト事業への計上になりますか。それともハード事業への計上になりますか。 

 

Ａ． 事業者の考え方次第ですので、どちらかを選択してください。 

 

 

Ｑ． まだ開園していませんが、応募申請は可能ですか。 

 

Ａ． 今年度中に開園し、年度内に木育活動を実施する場合に限り可能です。 

なお、以下に記載のとおり、内装木質化は新築工事の扱いとなりますので補助対象となりませ

ん。 

 

 

Ｑ． 内装木質化は新築工事も補助対象になりますか。 

 

Ａ． 新築工事における内装部分は補助対象となりません。既存の施設にて、内装が木ではない、又は

木質化しているが多摩産材ではない教室等を、多摩産材で木質化する行為が補助対象となります。

なお、応募申請の時点で開園していない施設の内装木質化は、新築工事とみなします。（建物を借

りて内装木質化を行う場合等も同様です。） 

 

 

Ｑ． 自宅を利用しての家庭的保育事業ですが、内装木質化等のハード事業は申請できますか。 

 

Ａ． 家庭的保育事業等で自宅を保育室として使用する場合、内装木質化等のハード事業については

補助対象外となります。 

 

 

Ｑ． 「子供が日常的に触れ、利用するもの」の定義はありますか。 

 

Ａ． 補助対象となるものは、子供が日常的に（容易に）木の温かみに触れることができ、かつ主たる

利用者が子供であるものです。例えば、什器では、手の届かない吊り戸棚や、触れることができて

も主たる利用者が職員であるもの（職員用下駄箱、子供が入らない倉庫の棚等）、内装では、天井

https://www.meti.go.jp/product_safety/kodomo/gangu_kisei.html


3 

 

部分の木質化は対象となりません。 

 

 

Ｑ． 遊具の面積はどのように算出すれば良いですか。 

 

Ａ． 遊具を上から見たときに、占有する面積を計上してください。東京の木多摩産材の使用量が１㎡

あたり 0.08 ㎥以上という基準を超えていることが明らかな場合は、大まかな面積で差し支えあり

ません。 

 

 

Ｑ． 木製のデッキや木塀は補助対象になりますか。 

 

Ａ． 木製外構施設として対象になります。外構施設としては、他にベンチやパーゴラなど、様々なも

のが想定されますが、いずれも、木育活動計画において、当該外構施設を木育のツールとしてどの

ように活用していくかを位置づけてください。 

 

 

Ｑ． 今回の事業で購入予定の木製什器類がソフト事業とハード事業、どちらともとれる場合はどち

らに計上すればいいですか。 

 

Ａ． 以下（１）～（３）のフローに沿って振り分けてください。 

（１）取得価額※（購入価格）が１０万円以上である→ハード事業 

※ 通常１単位として販売される単位（１個、１組又は１そろい）ごとの取得価格 

   （２）（１）ではないもののうち、以下に該当するもの→ハード事業 

・机類  ・椅子類  ・収納家具類（棚等） 

・衝立、間仕切り類  ・その他家具類に相当するもの 

   （３）（１）及び（２）のどちらにも該当しないもの→ソフト事業 

   → 上記のフローにより難い場合は、個別にお問い合わせください。 

 

 

【補助対象経費について】 

 

Ｑ.  内装、遊具、什器、外構はそれぞれどのようなものを指しますか。 

 

Ａ.  内装：園舎などの建物の壁や床、階段など。作付けの家具で容易に移動できないものを含みま

す。 

   遊具：園児が利用する遊具で屋外に設置され容易に移動できないもの。 

   什器：園舎などの建物内に設置する机、椅子、家具等で移動が可能なもの。 

   外構：屋外の敷地内に設置する塀、日よけ施設等で園舎等の建築物と一体でないもの。 

 

 

Ｑ.  木育活動で行うキャンプ、宿泊に伴う食事代などは対象となりますか。 

 

Ａ．  食事代は対象となりません。また、自ら調理を行う食材費も対象となりません。 

 

 

Ｑ.  木育活動で木材を加工するために使う電動工具などは対象となりますか。 

 

Ａ.  汎用性をもつものは対象となりませんが、木育活動で園児が使う木工用具は対象となります。 

園児が使わない電動工具などは対象となりません。 
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Ｑ.  園児向けの絵本は補助対象となりますか。 

 

Ａ． 補助対象となるのは園児向けであり、木育につながる絵本に限定されます。自然を対象とすれば

対象となるわけではありません。必要に応じて「木育活動計画書」の中で説明してください。 

 

 

【多摩産材の調達について】 

 

Ｑ． 多摩産材はどこで調達できますか。 

 

Ａ． 多摩産材の調達については、「多摩産材情報センター」にお問い合わせください。 

   電話：０４２８－２０－１１８１ 

   ホームページからもお問い合わせできます。 https:/tamasanzai.tokyo/ 

 

 

【補助対象者の選定について】 

 

Ｑ． 応募すれば必ず補助金がもらえますか。 

 

Ａ． 学識経験者を交えた審査会にて、補助対象者を選定します。木育活動計画の内容から優先順位

をつけ、順位の高い方から予算額に達するまで採択します。 

 

 

Ｑ． 審査項目は何ですか。 

 

Ａ． 選定の優先順位を決めるに当たり、主な評価項目は以下のとおりです（予定）。 

   （１）費用対効果 

   （２）令和４～６年度における本事業補助金受領実績 

   （３）平成 31～令和３年度における保育園等による木育活動の支援事業補助金受領実績 

   （４）木育活動計画に関する要素 

① 森林の役割や大切さを学ぶことができるか  

② 木材の良さや利用する意義を学ぶことができるか 

③ 園児だけでなく、園児の保護者や施設関係者も関わる活動内容となっているか 

④ 日々の保育に木育を取り入れる環境作りとなるような活動内容になっているか 

⑤ 一過性ではなく、継続的かつ実効性があると認められるか 

 

 

【申請について】 
 

Ｑ． 申請書の書き方などはどこに問い合わせれば良いですか。 

 

Ａ． 施設の所在地によって窓口が異なります。 

 

（23 区・島しょ）東京都 産業労働局 農林水産部 森林課 木材流通担当  

電話：０３－５３２０－４８５５ 

（ 多 摩 地 域 ）東京都 産業労働局 森林事務所 森林産業課 振興担当 

電話：０４２８－２２－１１６２ 

 

 

Ｑ． 多摩産材情報センターでは、特定の建築業者を紹介してくれますか。 

 

http://tamasanzai.tokyo/
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Ａ． 申し訳ありませんが、内装や遊具等の工事を請け負う特定の業者はご紹介していません。そのた

め、施工業者をご自身で選択し、その業者から多摩産材情報センターに問い合わせるようにして

ください。相談内容から、適当な製材業者等をご紹介します。 

なお、什器に関しては、過去の事業において実績のある製造業者をご紹介します。 

 

 

Ｑ． 運営する複数の施設を同時に申請することができますか。 

 

Ａ． ４施設まで同時に申請できますが、全ての施設でソフト事業の実施が必要です。 

      また、複数の施設を同時に申請する場合は、まとめて１申請としてください。 

 

 

Ｑ． 平成 31～令和６年度の保育園等による木育活動の支援事業を実施しましたが、今年度の申請は

可能ですか。 

 

Ａ． 申請は可能です。ただし、多くの保育園等での木育活動の普及を図る観点から、補助金を受領

した実績のない施設については、審査において一定の加点を行う予定です。 

   また、令和７年度に本補助事業を実施した施設は、令和８年度の申請はできません。 

 

 

Ｑ． 自治体から施設を譲渡され、民間が運営していますが、申請可能ですか。 

 

Ａ． 民間が運営し、資金も運営者が負担する場合は対象となります。自治体との契約内容を確認し

てください。 

 

 

Ｑ． 申請した補助対象事業について、他の補助金を併用することは可能でしょうか。 

 

Ａ． 補助対象事業につきまして、他の補助制度との併用はできません。 

      ただし、建物の工事に他の補助金を使い、木製遊具や什器に本事業を利用することは可能で

す。この場合、作り付けの棚など、建物と一体となった什器については、重複がないように注意

してください。 

   万が一、補助金の重複受給が発覚した場合は、補助金を返還していただきますので、ご注意くだ

さい。 

 

 

Ｑ． 補助金の申請額はどのようにして決めれば良いですか。 

 

Ａ． 申請しようとする補助金の額は、施工業者等からの見積もりなど、根拠のある金額を提示して

ください。また、見積書の写しを申請書に添付してください。複数社の見積もりが必要といった

制限はありませんが、金額が異常に高いなど、申請額に疑義が生じた場合には、詳細を確認する

ことがあります。なお、実際にやってみたら金額が大幅に下がったということがないよう、精査

した金額で申請してください。 

 

 

Ｑ.  見積書は区分ごとに作成してもいいでしょうか。 

 

Ａ.  見積書は区分ごとではなく、品目ごとに記載してください。 

 

 

Ｑ． 消費税相当分は補助対象に含まれますか。 
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Ａ． 消費税は補助対象に含まれません。 

 

 

Ｑ． 位置図について、どのような図面を提出するか教えてください。 

 

Ａ． 「施設所在箇所」は園の位置を示すものなどで、一般的な地図等を使ってください。 

   「施設内での事業実際箇所」は園のどこに設置するかを示すもので、園の平面図を使うなど詳細

を示してください。GoogleMap など一般的な地図では施設内での事業実施個所が判断できないため

使用しないでください。  

 

 

Ｑ. 業者に問い合わせなどを任せてよいでしょうか。 

 

Ａ. 一般的な内容であれば可能ですが、各申請の具体的な内容については、園からご連絡ください。

具体的な案件について業者を通じて問い合わせをしたい場合には、問い合わせに係る事務を園から

業者へ委任したことが分かる書面の提出をお願いします。また、業者が実施した問い合わせ内容は

全て園が把握するようにしてください。 

 

 

Ｑ.  設計図書を作成する際の留意事項を教えてください。 

 

Ａ.  補助対象の構造や大きさがわかる図面を作成してください。平面図は真上から見た図、立面図

は真横から見た図で縮尺または寸法を必ず記載してください。パース図などは必要に応じて木

育活動計画書に記載してください。 

 

 

【事業の実施について】 

 

Ｑ． 補助対象者に選定されれば、事業に着手して良いですか。 

 

Ａ． 選定の通知後に、補助金の交付申請をしていただき、東京都から補助金交付の決定が通知され

てから着手してください。交付決定前に着手した行為については補助対象外となりますのでご注

意ください。 

 

 

Ｑ． ハード事業の経費が申請額より高くなり、ソフト事業の経費が申請額より低くなったので、ソ

フト事業に充てる予定だった補助金をハード事業に流用することは可能ですか。 

 

Ａ． ソフト事業とハード事業間の流用は原則できません。また、複数の施設で事業を実施する場

合、施設間の流用についても原則できません。 

 

 

Ｑ． 事業が終わった後はどうすればよいですか。 

 

Ａ． 請負業者等への支払いが済んだ時点で事業完了となります。実績報告書を都に提出後、現地確

認を行います。その際、経理関係書類（契約書、納品書、請求書、領収書、銀行の振込明細等、

交付決定後の事業着手および年度内の支払完了等の事実が確認できるもの）も確認します。 

なお、現金払いによる支出は、原則、補助金の支出対象として認められませんので、あらかじ

めご了承ください。 

また、実績報告書については、事業完了後速やかにご提出ください。 
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Ｑ． 補助金で整備した遊具や什器等を処分する場合に制限はありますか。 

 

Ａ． 減価償却資産の耐用年数表等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）に定める年数を超え

ないうちに処分しようとする場合は、事前に東京都の承認が必要です。承認を受けずに処分した

場合には、補助金を返還していただきます。なお、耐用年数は児童用の机や椅子は５年、その他

の家具は８年、遊具は１０年となっていますが、末永くお使いください。 

 

 

Ｑ． 令和９年度以降で、やらなければならないことがありますか。 

 

Ａ． 事業を実施した翌年度から起算して３年間は、木育活動の実施状況等に関する報告の義務があ

ります。令和８年度に事業を実施した場合は、令和９年度の活動内容を令和１０年５月末までに

報告していただきます。また、令和８年度の木育活動計画書に記載した内容について、必ず実施し

てください。詳しくは保育園等による木育活動の支援事業費補助金交付要綱の第 26 を参照してく

ださい。 


